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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 17,711 ― △188 ― △52 ― △78 ―

20年3月期第1四半期 17,199 15.4 △449 ― △439 ― △370 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 △0.54 ―

20年3月期第1四半期 △2.56 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 130,276 46,753 35.8 322.63
20年3月期 130,537 46,278 35.3 319.21

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  46,643百万円 20年3月期  46,151百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 3.00 3.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 2.50 ― 2.50 5.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 41,000 0.9 400 ― 200 ― 0 ― 0.00
通期 93,700 1.9 2,100 ― 1,700 ― 1,400 ― 9.68

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
（その他特記事項） 
当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しています。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  146,750,129株 20年3月期  146,750,129株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  2,177,196株 20年3月期  2,169,942株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  144,577,700株 20年3月期第1四半期  144,601,212株
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定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、景気回復が足踏み状態にある中、サブプライムローン問題を背景と

する米国の景気後退懸念や、エネルギーおよび原材料価格の高騰などの影響から、減速感と先行きの不透明感が一

段と強まりました。

  このような経営環境のもと、当第１四半期連結会計期間の当社グループの売上は、Ｎ７００系新幹線電車を中心

とした鉄道車両をはじめ、建設機械、発電機などが旺盛な更新需要を背景に増加し、全体の売上高は前年同期比５

億１１百万円増加の１７７億１１百万円となりました。利益面につきましては、５２百万円の経常損失、７８百万

円の四半期純損失となりました。

　なお、当社グループの製品は、納期や工期が期末および第２四半期末に集中するため、第１四半期は年間計画に

対し売上高が低い水準に留まる傾向にあります。

　　　事業のセグメント別状況は以下のとおりであります。

① 鉄道車両・輸送用機器事業

　鉄道車両におきましては、ＪＲ東海向けＮ７００系新幹線電車のほか、京王電鉄、名古屋鉄道、遠州鉄道向け

電車などを納入しました。また、輸送用機器におきましては、主力のＬＰＧ民生用バルクローリなどのＬＰＧ関

連製品のほか、大型陸上車両やコンテナの売上がありました。

　以上の結果、鉄道車両・輸送用機器事業の売上高は１０９億３１百万円となりました。

② 建設機械事業

　建設機械におきましては、公共工事の減少基調は依然として続いているものの、大手土木施工業者を中心に更

新需要が増加し、大型杭打機や全回転チュービング装置などの基礎工事関連製品が好調に推移しました。また発

電機や輸出案件も順調に推移しました。

　以上の結果、建設機械事業の売上高は４５億５８百万円となりました。

③ 鉄構事業

　主力の道路橋の完成案件が納期の関係で少なく、鉄構事業の売上高は６億９５百万円に留まりました。

④ その他事業

　営農施設ではＪＡ向け種子乾燥装置、車両検修設備ではＪＲ向け設備、また、製紙関連機器では家庭紙メーカー

への加工設備などの売上がありました。そのほかゴルフ場収入、鉄道グッズ販売などがありました。

　以上の結果、その他事業の売上高は１５億２５百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　① 資産

　流動資産は前連結会計年度末比2.0％減少し７６２億１６百万円となりました。これは、たな卸資産などの増加

額に比べて売掛債権などの減少額が上回ったことによるものです。固定資産は前連結会計年度末比2.5％増加し５

４０億５９百万円となりました。これは主として、投資有価証券の評価額が増大したことによるものです。

　この結果、総資産は前連結会計年度末比0.2％減少し１，３０２億７６百万円となりました。

　　　② 負債

　流動負債は前連結会計年度末比3.1％減少し４８５億２８百万円となりました。これは主として、仕入債務の減

少と短期借入金の返済によるものです。固定負債は前連結会計年度末比2.4％増加し３４９億９４百万円となりま

した。これは主として、投資有価証券の評価額が増大した結果として繰延税金負債が増加したことによるもので

す。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末比0.9％減少し８３５億２２百万円となりました。

　③ 純資産

　純資産合計額は前連結会計年度末比1.0％増加し４６７億５３百万円となりました。これは主として、その他有

価証券評価差額金の増加によるものです。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　平成２１年３月期（第２四半期累計期間および通期）の連結業績予想につきましては、前回（平成２０年５月１

６日付け）公表いたしました予想値から変更はありません。
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４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

  １．棚卸資産の評価方法

  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として、合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  ２．固定資産の減価償却費の算定方法

  固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分す

る方法によっております。 

  ３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

  法人税等の納付税額の算定に関しては、原則的な方法によっておりますが、繰延税金資産の回収可能性の

判断に関しては、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測を利用しております。

　ただし、連結子会社においては、前連結会計年度における実効税率を用いた簡便な方法により算定してお

ります。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

  １．会計処理基準に関する事項の変更

  　①「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用

　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸

表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期

連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

  　②重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

  　たな卸資産

　当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18

年７月５日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

　これにより、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失が５億８２百万円増加しております。

  ２．追加情報

  　①有形固定資産の耐用年数の変更

　機械装置の耐用年数については、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として見直し

を行い、一部の資産については、改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更しております。

　これにより、営業損失が１１百万円、経常損失及び税金等調整前四半期純損失が１１百万円それぞれ増

加しております。

（４）損害賠償の請求について

　当社は、平成20年６月12日から13日にかけ国土交通省東北・関東および北陸の各地方整備局から、また、平

成20年６月26日から27日にかけ東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社

および独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構から、それぞれ鋼橋上部工事の入札談合に係る損害賠償

の請求を受けました。

　今後の対応につきましては、請求内容を慎重に検討し対処してまいります。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,303 11,767

受取手形及び売掛金 24,519 31,421

商品 313 428

製品 1,243 1,402

半製品 1,140 1,154

原材料及び貯蔵品 1,620 1,665

仕掛品 32,146 27,822

その他 3,012 2,222

貸倒引当金 △83 △85

流動資産合計 76,216 77,799

固定資産   

有形固定資産   

土地 16,742 16,742

その他 12,527 12,847

有形固定資産合計 29,270 29,590

無形固定資産 196 200

投資その他の資産   

投資有価証券 23,847 22,204

その他 1,026 1,014

貸倒引当金 △281 △270

投資その他の資産合計 24,593 22,948

固定資産合計 54,059 52,738

資産合計 130,276 130,537

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 23,080 24,158

短期借入金 8,699 11,699

未払法人税等 52 96

工事損失引当金 1,103 1,110

その他 15,593 13,011

流動負債合計 48,528 50,075

固定負債   

社債 19,000 19,000

長期借入金 4,146 4,337

引当金 780 641

その他 11,068 10,205

固定負債合計 34,994 34,183

負債合計 83,522 84,259
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,810 11,810

資本剰余金 12,041 12,041

利益剰余金 16,544 17,056

自己株式 △429 △427

株主資本合計 39,967 40,481

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,675 5,669

繰延ヘッジ損益 0 －

評価・換算差額等合計 6,676 5,669

少数株主持分 109 126

純資産合計 46,753 46,278

負債純資産合計 130,276 130,537
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 17,711

売上原価 16,398

売上総利益 1,312

販売費及び一般管理費 1,501

営業損失（△） △188

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 173

持分法による投資利益 2

為替差益 91

その他 118

営業外収益合計 387

営業外費用  

支払利息 118

その他 132

営業外費用合計 251

経常損失（△） △52

特別利益  

固定資産売却益 6

投資有価証券売却益 46

関係会社清算益 4

特別利益合計 58

特別損失  

固定資産除売却損 25

投資有価証券評価損 99

特別損失合計 124

税金等調整前四半期純損失（△） △118

法人税等 △41

少数株主利益 0

四半期純損失（△） △78
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（３）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。
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「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

 

（要約）四半期連結損益計算書

科目

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 17,199

Ⅱ　売上原価 16,186

売上総利益 1,012

Ⅲ　販売費及び一般管理費 1,462

営業損失（△） △449

Ⅳ　営業外収益 244

Ⅴ　営業外費用 234

経常損失（△） △439

Ⅵ　特別利益 25

Ⅶ　特別損失 15

税金等調整前四半期純損失（△） △429

税金費用 △62

少数株主利益 3

四半期純損失（△） △370

日本車輌製造㈱（7102）平成21年3月期　第１四半期決算短信

- 8 -




